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原告らは下記の事項について求釈明を申し立てる。

記

第1 原告シェルトンに対する職務質問について

被告東京都は、原告シェルトンの職務質問を実施した理由として、原告シェルト

ンに交通違反が現認されたためであると主張する（被告東京都準備書面 (1) 9ペ

ージ以下、同準備書面 (3) 2ページ以下）。これに対し原告シェルトンはそもそ

も交通違反などしておらず、被告東京都が交通違反を口実に外国人に対する差別的

な職務質問の運用を実施していると主張している。そして実際に交通違反などをし

ていない根拠の一つとして、交通違反切符が切られていないこと（反則告知が行わ

れ検挙されていないこと）を挙げている。これに対して被告東京都は、道路交通法

違反指導取締り基準（乙Bll)を提出し、道路交通違反行為があったとしても、

第一に「違反の態様」欄に定める態様に該当するものについては、直ちに検挙（告

知）を行わず、指導警告の対象とする、第二に「次のいずれかに該当する行為」に

ついても、直ちに検挙（告知）を行わず、指導警告の対象とするとの取締基準があ

るから、原告シェルトンが交通違反をしたとしても検挙されていないことはおかし

くない旨主張する（被告東京都準備書面（1) 2 2ページ）。

しかし、抽象的に、交通違反がなされても反則告知が行われない事例があること

は、原告シェルトンに対する職務質問が交通違反事実がないのにも関わらずなされ

たものであることを否定することにはならない。実際に原告シェルトンの交通違反

の態様が上記基準（乙Bll)の「違反の態様」欄に定める態様に該当していたか、

または上記「第2の基準」に該当していたか、いずれかが具体的に主張される必要

がある。

ところが、被告東京都は、乙Bllの提出にあたり、あろうことか「違反態様」

欄を全て黒塗りにし、また上記「第2の基準」に該当する行為も全て黒塗りにして

いる。これでは、被告東京都が主張する原告シェルトンの違反行為が、いずれの事
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項に該当するために検挙（告知）が行われなかったものか不明である。

被告東京都においては、原告シェルトンの違反行為に対し検挙（告知）をしなか

った理由について、当該取締り基準のいずれに該当するのか、乙Bllの該当部分

の黒塗りを開示した上で明らかにされたい。

第2 外国人を差別的に取り扱うことを防止するための研修内容についての資料の

開示について

前回期日において、裁判所は、被告東京都に対し「研修内容についての追加の資

料が出せるか検討する」よう釈明した。

これに対し被告東京都は、準備書面（3) 2ページにおいて、 「乙B6号証ない

し乙B9号証にはタイトルしか記載されていないとして、具体的な教養内容を記載

した資料等の提出を求めるようであるが」と釈明事項を乙B6ないし乙B9に限定

して回答する。

しかし、裁判所が前回期日において求めた釈明事項は「研修内容についての追加

の資料」全般である。被告東京都が実施する職務質問において外国人を差別的に取

り扱う運用が構築・実施されていたことを原告が主張したところ、被告東京都から

そのような運用は構築・実施されていないことの根拠として「人権に配慮した職務

執行を行うための教養が行われて」いることを立証趣旨として乙Blないし乙B5

が提出された。そのため、原告において、外国人を差別的に取り扱わないこともか

かる教養の具体的な内容とされているかを明らかにすることを求め、裁判所が上記

釈明に至ったという経緯である。

この経緯を踏まえれば、被告東京都においては、乙Blないし乙B5についても、

「研修内容についての追加の資料」の提出をし、これら研修が具体的に外国人を差

別的に取り扱わないことを実際の内容としているのか、それとも抽象的な人権教育

に留まるのかについて明らかにすべきである。例えば乙Bl号証・乙B2号証には

「人権の尊重」という「教授細目」が記載されているが（それぞれ別表2頁）、当
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該教授内容において職務質問に際して外国人を差別的に取り扱わないことは教授さ

れているのか。具体的な教授内容がわかる資料の開示とともにその事実が明確にさ

れるべきである。

また、乙B3号証・乙B4号証には、 「職務倫理の基本」という教授細目があり、

その教授目標として「人権の国際的潮流・・外国人等にかかわる各種人権課題と人

権に配慮した職務執行の重要性について理解させる」とあるが（それぞれ別添1.

1頁）、どのように「人権に配慮」すべきと教授されているのか、その具体的な教

授内容がわかる資料の開示とともにその事実も明確にされるべきである。

以上
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